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今月号のあらまし 

 

Ⅰ 農協改革をめぐる情勢 

農協法改正案は、５月２１日、衆議院農林水産委員会にて審議が開始された。

本法案は「重要広範議案」に位置づけられ、長時間にわたる審議のほか、参考

人招致や地方公聴会も行われる。 

審議では、ＪＡは地域経済の主体として位置づけられるべきといった指摘や、

事業運営原則見直しの目的について説明すべきといった意見等が出されてい

るが、政府からは明確な返答が得られていない。 

今後、地方公聴会を経て審議は継続されるが、安保関連法案の紛糾等で審議

日程は遅れており、審議が終了する時期については不透明な状況にある。 

 

Ⅱ ＴＰＰ交渉をめぐる情勢 

５月２７日まで延長して開催されていた首席交渉官会合は「一定の進展が見

られたが、引き続き難しい課題が残っている」と総括され閉幕した。 

一方、ＴＰＡ法案は民主・共和両党間の激しい駆け引きを経て、５月２２日

に米議会上院を通過した。オバマ政権やＴＰＡ法案を支持する経済界や主要な

農業団体の多くが歓迎の意向を示すなか、民主党の主要な支持基盤である労働

団体は、引き続きＴＰＡ法案への反対を求めて、下院議員に対する働きかけを

強めている。 

下院における今後の審議見通しは依然不透明であり、引き続きの注視が必要

である。 

 

Ⅲ 地理的表示（ＧＩ）保護制度が開始 

６月１日、「特定農林水産物等の名称の保護に関する法律（地理的表示法）」

が施行され、地理的表示保護制度がスタートした。 

地理的表示保護制度は、地域で育まれた伝統と特性を有する農林水産物・食

品のうち、品質等の特性が産地と結び付いており、その結び付きを特定できる

ような名称（地理的表示）が付されているものについて、その地理的表示を知

的財産として国に登録し、保護する制度。地域の特産品をブランド化して付加

価値を高め、産地の活性化を図る「攻めの農政」の一環と位置付けられる。 
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Ⅰ 農協改革をめぐる情勢 

― 農協法改正案、衆議院農林水産委員会にて審議中 ― 

 

１．審議の日程について 

○ 農協法改正案（民主党の提出した対案含む）は５月１９日、衆議院農林水産

委員会（江藤拓委員長、衆院・参院の委員会メンバーは別紙の通り）にて趣旨

説明が行われ、２１日より審議が本格化した。 

 

○ 本法案は「重要広範議案」に位置づけられており、委員会では２０時間以上

の審議が行われることが通例である。また、参考人招致や地方公聴会も行われ

る。 

 

○ 現時点（６月８日現在）までに行われているものは以下の通り。 

Ø ５月２１日：質疑① 

Ø ５月２７日：参考人招致（午前・午後２回に分けて実施） 

Ø ６月 ２日：質疑② 

Ø ６月 ４日：質疑③ 

Ø ６月 ８日：地方公聴会（石川県・山梨県） 

 

２．審議の内容について 

○ ５月２１日の質疑は、法案の主旨等に関するものが中心であった。民主党の

小山議員は、政府が 2010年に公表した協同組合を「地域経済の有力な主体とし

て位置づける」とした考え方について、これを支持すべきと主張した。これに

対し、林農相は、「農協が地域のインフラ機能を果たしているのは事実だが、こ

のことをもって農協が地域経済の主体として位置づけられることにはならな

い」と慎重な考えを示した。 

 

○ ２７日には参考人招致が行われ、与党推薦として農業者４人、野党推薦とし

て有識者３人・団体役員１人が出席した。なお、現職のＪＡ組合長、中央会会

長、全国連の役員からの参考人招致はなかった。 

 

○ 農業者の参考人は、「ＪＡ役員は一般の会社と同じように経営感覚を持ってや

ってもらいたい」（小川牧場の小川代表取締役）、「物量の多さを活かして有利販

売してほしい」（鈴盛農園の鈴木代表）などと発言し、経済事業の強化に向けた
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改革が必要との見解を示した。 

 

○ 一方、野党推薦者である龍谷大学の石田教授は、法案は現場実態や協同組合

の理念と合っていないとし、「根拠もない未来志向の改正案」などと批判した。

特に法案第７条２項について、将来の准組合員の事業利用制限に繋がりかねな

いものとして削除を求めた。また、中央会制度についても「中央会制度が書き

込まれている附則は、あくまで経過措置。５年後自動的に一般社団法人になる

しかないのでは」などとする懸念も述べた。 

 

○ 同じく、野党推薦者である東京農業大学の谷口教授は、農協法・農業委員会

法・農地法の改正案を束ねて審議することについて、「束ねる理由が明確ではな

い」として、それぞれの内容について丁寧に審議するよう求めた。 

 

○ ６月２日の質疑では、民主党の福島議員、共産党の畠山議員が相次いで第７

条の修正を求めた。これに対し農水省の奥原経営局長は、農協に積極的な農産

物の有利販売を促すためには見直しは不可欠と説明した。 

 

○ また、民主党の玉木議員は、中央会によるＪＡの事業の制約について、具体

的な事例を出すことを委員長に求めた。当資料の準備のため、３日に予定され

ていた質疑は４日に延期することとなったが、同日を迎えても納得できる資料

は示されなかったとされる。 

 

○ また、４日の質疑では、全中から分離する監査法人の独立性を担保できるの

かといった指摘や、事業運営原則の見直しの目的を改めて問う声が出た。これ

に対し政府は、「新たな監査法人が円滑に移行できるようにする」（林農相）、「農

協が農産物の有利販売に積極的に取り組むということが基本的考え方」（小泉副

大臣）など、従来と同じ内容の答弁を繰り返すにとどまった。 

 

３．今後の見通し 

○ ６月８日には、石川県と山梨県で地方公聴会が行われ、翌９日には地方公聴

会の結果を踏まえた審議が行われる予定である。なお、８日の公聴会の意見陳

述者は以下の通り。 

石川県 

与党推薦① （株）六星 社長 輕部英俊 

   〃  ② ＪＡ小松市 組合長 西沢耕一 
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野党推薦① ＪＡ石川県中央会 会長 上坂英善 

   〃  ② 加賀市農業委員会 会長 小川広行 

山梨県 

与党推薦① （有）ぶどうばたけ 取締役 三森かおり 

   〃  ② ＪＡ梨北 常務理事 仲澤秀美 

野党推薦① ＪＡこま野 組合長 小池通義 

   〃  ② 楽農人農園 経営者 深沢俊彦 

 

○ 政府・与党は、６月の中旬に衆議院を通過させることを目指していたが、野

党が審議時間を多く確保することを強く要望していることや、安保関連法案等

で紛糾している状況から、審議が終了する時期については不透明とされる。 

 

○ 法案成立の時期については、日程が大幅に遅れていることから、月内決着は

困難とされる。 
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Ⅱ ＴＰＰ交渉をめぐる情勢 

― ＴＰＡ法案上院通過、焦点は下院に ― 

 
１．ＴＰＰ交渉の経過 

○ 甘利ＴＰＰ担当相は５月２２日の閣議後の記者会見で、月内に予定されてい

たＴＰＰ交渉の閣僚会合の開催が取りやめになったと正式に発表した。閣僚会

合を開催しない代わりに、２５日までの予定だった首席交渉官会合を２８日頃

まで延長することも明らかにした。 

 

○ ５月１６日から米国グアムで開催されていたＴＰＰ首席交渉官会合等が２７

日に閉幕した。渋谷内閣審議官は会合を総括し「一定の進展が見られたが、引

き続き難しい課題が残っている」と述べ、平行して行われていた日米事務レベ

ル協議についても進展が見られ、農産物交渉について「議論はずいぶん進んだ」

と述べた。 

 

○ 分野ごとの状況については、規格や表示を扱う貿易の技術的障害（ＴＢＴ）

は実質的に交渉が終了、貿易救済、金融サービス、電子商取引なども終了が近

く、各国での国内調整がうまくいけば解決しそうな分野もあると報じられてい

る。各国間の対立が根深い知的財産、国有企業、投資家・国家訴訟（ＩＳＤ）

条項などは閣僚会合での政治判断に委ねられるとされている。 

 

○ ２４日朝、ＡＰＥＣ貿易大臣会合の機会に、ＴＰＰ関係閣僚がフィリピンで

短時間の会合を開催した。甘利担当相の代理で出席した宮沢経済産業相による

と、会合ではグアムで開催中の首席交渉官会合の状況を確認するにとどめ、具

体的な交渉も行われず、次回の閣僚会合の日程も議論されなかったという。 

 

２．ＴＰＡの動向 

○ 米議会上院におけるＴＰＡ法案等に関する審議は、両党間での激しい駆け引

きを経て、ＴＰＡ・ＴＡＡ一括法案として５月２２日に６２対３７で可決され

た。 

※ ＴＡＡ（貿易調整支援プログラム）法案は、貿易自由化による輸入増加の影響を受

ける労働者や企業に対して様々な支援を実施するもので、労働組合を支持基盤にもつ

民主党が重要視している。 

 

○ 法案が上院を通過したことについて、オバマ政権やＴＰＡ法案を支持する経

済界や主要な農業団体の多くは歓迎する意向を示すとともに、下院での迅速な
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可決にむけた働きかけを強める旨の表明を行った。 

 

○ 一方、米国労働総同盟・産業別組合会議（ＡＦＬ－ＣＩＯ）など、民主党の

主要な支持基盤である労働団体は、引き続きＴＰＡ法案への反対を求めて、下

院議員に対する働きかけを強めていくとの意向を示している。 

 

○ ＴＰＡ法案成立には、下院でも過半数の２１７票を獲得する必要がある。

共和党は２４５議席を持つが、ＴＰＡ法案を通じたオバマ大統領の権限強化

を嫌う茶会（ティーパーティー）系など５０人前後が反対に回るとみられて

おり、賛成票は１９０票程度の見通しとされる。このため、ＴＰＰに慎重な

民主党から２０〜３０票の賛成を集めないと、過半数に達しない。 

 

○ 下院における具体的な審議日程は明らかにされていないが、６月第２週にも

審議入りするとの見通しが報じられている。今後の審議見通しは依然不透明な

部分があり、予断を許さない状況が続くことから、引き続き最大限注視してい

く必要がある。 

 

○ ＴＰＡ法案が上院で可決されたことを受け、甘利ＴＰＰ担当相は２６日の閣

議後会見で、「極めて大事な工程の半分が進んだ」、下院でも「速やかに可決し

てくれることを願っている」と述べた。 

 

３．今後の見通し 

○ 甘利大臣は、閣僚会合の延期を受け、一連の記者会見において「ＴＰＡ法案

の成立が前提で開催される次回の閣僚会合は、大筋合意会合にしなければなら

ない」などと述べていることから、当面、米国下院におけるＴＰＡ法案の審議

動向を注視していく必要がある。 

 

【記者会見における甘利大臣の発言】 

（５月２２日） 

Ø 次に開催される閣僚会合では、まさに大筋合意会合としなければならない。 
Ø （ＴＰＡ法案が）確実に成立する見込みが立たないと、閣僚会合は開いて
も、決着をつけるという会合にならないので、ＴＰＡ法案の決着が前提に

なると思う。 

（５月２６日） 

Ø （ＴＰＡ法案は、米国の）上下両院で可決をしなければならない。米国議
会の統一した意思として、ＴＰＡ法案を支持すると言う形になってもらえ

れば、各国とも残りの詰め切れない部分、残された部分について最終カー

ドを切って、合意に至るということである。 
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（５月２９日） 

Ø 首席交渉官会合ではかなりの案件の消化が進んだ。ただちに閣僚会合がで
きるだけの絞り込みができたかというと、まだ若干課題が残っているので、

米国議会、下院のＴＰＡ法案の成立に向けての努力の際に、個々の課題に

ついて、二国間、複数国間で詰めていくことになろうかと思う。 

 

○ なお、米国議会は、上下両院とも６月２９日の週は休会（独立記念日）であ

り、８月はすべて休会（夏期休会）となることから、今後の審議日程にも留意

が必要である。 

 

【ＴＰＰ交渉で想定される今後のスケジュール】     出典：日本農業新聞 

日程 行事等 

２０１５年 
６月 

米議会下院で審議入り（第２週？） 
ＴＰＡ法案成立？ 
ＴＰＰ閣僚会合で大筋合意？ 

８月 米議会休会 
 秋 米大統領選本格化 

ＴＰＰ署名？ 

年内 協定案議会承認へ？ 

 

４．ＪＡグループの取り組み 

○ ＴＰＡ法案成立次第では、ＴＰＰ交渉は妥結に向け最終局面を迎えるとの報

道がある中、ＪＡグループ愛知では、７月１日に「ＴＰＰから食と農・くらし

を守る緊急学習会」（仮称）を開催し、改めてＴＰＰの危険性を周知するととも

に、国会決議の実現を求める運動をすすめていく。 
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Ⅲ 地理的表示（ＧＩ）保護制度が開始 

― 地域ブランド成立を促進し、地域の活性化を目指す ― 

 

１．制度の内容 

○ ６月１日、「特定農林水産物等の名称の保護に関する法律（地理的表示法）」が施

行され、地理的表示（ＧＩ：Geographical Indication）保護制度が開始された。

制度の概要は別紙１の通り。 

 

○ この制度は、ある地域における特定の農産物等について、生産者団体等より申請

（産地・品質基準・生産および加工基準等）があった場合、国は、審査を経て当該

農産物の名称を知的財産として登録・保護することにより、生産者団体等の利益の

増進と実需者の信頼の保護を図ることを目的としている。 
 
○ また、この制度は先登録主義であり、先んじて地理的表示産品を申請し登録され

た団体がある場合、後発の団体が品質基準の設定や生産・加工基準の管理を行うこ

とはできなくなる可能性が生じるとされる。 
 
○ 登録審査にあたっては、当該農産物について、一定期間生産が継続されているか

否か、その特性（品質や社会的評価等）が産地の特徴としっかり結びついているか

否かが重要な判断材料であるとされる。また、名称については、古くから使われて

いるものであって、かつ品目の特性と産地の特徴が結びついていると想起されうる

ものでなければならない。 
 

○ 登録された農産物等には、その特性と産地の特徴が結びついていると国が保証し

ているという意味で、販売時等に「ＧＩマーク（別紙２：農水省により商標登録出

願済）」を付すことができるようになり、実需者へ品質をアピールすることができ

る。ただし、生産者団体等が申請時に定めた品質基準を下回るものについては、マ

ークを付すことができない。 

 

○ 同様の制度はＥＵをはじめとし、１００以上の国で実施されている（シャンパ

ン、パルマハム、ゴルゴンゾーラチーズなど）。ＥＵの調査によれば、制度の活

用を行った農産物等は、活用していないものに比べ１．５倍程度の価格での販売が

実現しているとされる。 
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２．地域団体商標制度との違い 

○ 日本国内においては、類似した知的財産制度として、特許庁が所管する「地域団

体商標制度」がある。地域名を付した商品名が商標登録を受けやすいようにするこ

とが制度の主旨であるが、地理的表示保護制度との主な相違点は下表の通り。 
 
【地理的表示と地域団体商標の主な相違点】 

 地理的表示 地域団体商標 
対象 農林水産物、飲食料品 特に制限なし（役務も含む） 
申請主体 生産・加工業者の団体やブランド協議会 特定の組合・商工会・ＮＰＯ等 
産地との 
関係 

品質等の特性が地域と結びついていること 地域内で生産されていること 

要件 ・一定期間生産継続されていること 
・品質基準を定めること 
・品質基準を守るよう団体が管理すること 
 （国の定期的なチェック有） 

一定の消費者に認識されていること 

規制手段 通報を受け、国が取り締まる 商標権者（団体）自ら対応する 
独占権 無（地域の共有財産となる） 有（団体の財産となる） 
期間 永続 10年（更新可能） 

 
○ 地理的表示保護制度と地域団体商標制度は並存するため、産地の実態や戦略に合

わせ、選択ないし組み合わせて活用することが可能となっている。 
 
３．ＪＡグループのこれまでの取り組み 

○ ＪＡグループはこれまで、地理的表示保護制度の活用は農業所得の増大や産地の

結集強化等に繋がる可能性があり、制度の対象については、生産・加工・調製まで

地域で完結していることが望ましいとする考えを示してきた。 
 
○ この考えに基づき、ＪＡグループは政府に対し、制度の消費者・生産者への周知

徹底や、現場の意見を踏まえた制度の構築を働きかけてきた。また、制度を活用し

たＪＡ事業のモデルの構築を検討してきた。 
 
４．今後の見通し 

○ ６月１日には、１９品目について申請が行われ（別紙２）、本県からは「八丁味

噌」が申請されている。なお、ＪＡグループからは、「砂丘らっきょう（ＪＡ鳥取

いなば）」と「市田柿（ＪＡみなみ信州）」が申請されている。 
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○ 農水省は、今後有識者の意見等を踏まえて審査を進め、年内に第一号を登録した

い考えである。なお、申請から登録までは、概ね６か月以上要する見込みとされる。 
 
○ ＪＡグループは今後、全国の申請候補品や、登録品の販売状況等の情報を共有し、

制度の活用を推進していく。 
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